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近年、CO2などの排出増加に伴う地球温暖化対策を背景に、住
宅などで消費される民生用エネルギーを削減する事が求めら
れている。自然エネルギーを有効に利用し、居住環境を調整
する手法の開発・評価は重要であると考えられる。自然エネ
ルギーの有効利用法の１つである通風の利用は、室内居住環 
境を改善させることが可能であり、冷房の使用率を低下させ、 
冷房用エネルギーの削減が期待されるため、今後の積極的な 
利用が望まれる。 

住宅の通風性能は、住宅の間取りや開口条件以外に地域の風
向・風速、建蔽率などの住宅周辺の条件等により大きく異な
り、定量的に評価することが極めて困難である。しかし、風
通しや陽当たりの良さは住宅の性能として重要であり、この
ため特に通風性能を簡易・定量的に評価することは必要不可 
欠な課題となっている。 

１ 研究目的 
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 図１ 室内通風デグリアワー(Cross Ventilation Degree Hour of Inside Area)の算出フロー 

※ CVDHIP:通風によって生じる可感気流による体感温度低下の効果 
  CVDHIB:日射等の影響を受ける室内において、通風により室内の熱を屋外に排出する排熱効果 

CFDによる対象モデルの室内外気流分布の数値解析 
16風向の室内外気流解析  ＋ 対象地域の風向、風速  

室内気流速度の算出 

気象データ:気温、湿度、日射＋ 換気回数 
 

TRNSYSによる熱負荷計算 

室温、MRT、室内湿度＋(代謝量、着衣量、室内気流速度) 
 

SET*の算出 

室内気流速度、実換気回
数を与えたSET* 

基準最小風速0.3m/s、 
実換気回数を与えたSET* 

基準最小風速0.3m/s、換気回
数0.5回/hを与えたSET* 

SET*②-SET*① SET*③-SET*② 

26℃≦SET*③ SET*①<26℃、SET*①≧23℃ 

SET*① SET*② SET*③ 

CVDHIB + = CVDHIＰ CVDHIＴ 

解析モデルの室内におけるCVDHI分布 

非暖房期間、非就寝時の快適範囲の時間数に温度差を掛けて積算 

換気量の算定 

既往の研究文１～４) では、
室内通風デグリアワーに
よる評価手法を用いて通
風性能を定量的に評価す
ることが可能であること
を報告している。 

  

１ 研究目的 
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この計算量は膨大であり、
個々の住宅の通風性能を
実用的に評価することは
困難である。 

  

１ 研究目的 

平成24年度修士論文発表 2013/2/25 



本研究では、実在の戸建住宅の平面計画を通風経路に着目して類型化
を行い、外壁の開口条件と間仕切り壁による室同士の接続状況を考察
することで、通風性能をより簡易に評価する通風性能簡易評価モデル 
を作成する。 

このモデルを対象としてCFD解析を行い、窓面積率(窓面積/床面積)を
変化させて実換気回数を算出する。十分な室温低下効果を得るために
必要な換気回数(有効換気回数)を満たす最小の窓面積率(有効窓面積
率)を検討し、開口条件と通風性能の関係を明らかにする。又、外部風
向が変化する場合における通風量の変化による各室の室温の相 
違を比較・検討し、室温と通風量の関係を明らかにする。 

更に、解析対象モデルの建蔽率を変化させてCFD解析を行い、全国842
地域を対象に有効窓面積率を算出し、戸建住宅における通風性能 
の簡易・定量的な評価方法を提案することを目的とする。 

１ 研究目的 
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研究概要 ２ 
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対象とする戸建住宅の平面計画は大手ハウスメーカー７社が各社の
ホームページ※２上に公開している平面計画８戸、ハウジング新潟文５)

に掲載されている平面計画50戸の計58戸(２階建て56戸、１階建て２
戸)とする。各平面計画を通風経路に着目して各階毎に分類し、モデル
化を行うことで通風性能簡易評価モデルを作成する。 

  

※２ 大和ハウス工業 http://www.daiwahouse.co.jp/ 
   積水ハウス http://www.sekisuihouse.co.jp/ 
   住友林業 http://sfc.jp/ 
   セキスイハイム http://www.sekisuiheim.com/ 
   ミサワホーム  http://www.misawa.co.jp/index_h.html 
   旭化成ホームズ  http://www.asahi-kasei.co.jp/j-koho/index.html/ 
   パナホーム  http://www.panahome.jp/ 
文５) 新潟日報社 ハウジング新潟2000、2001、2002、2003、2011  

2.1 解析対象 
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実在住宅の平面計画は、風上側から風下側の室まで通気輪道が形成さ
れる際に、間仕切り壁や外壁の開口条件など通風経路上で相対的に大
きな抵抗となる要素が存在する。本研究ではこの点に着目して類型化
を行う。 

  

但し、トイレや浴室等の水回りは湿気や汚染物質、臭気などを拡散さ
せないために通風時には扉を閉めると考え除外する。 

  

2.2 通風経路のモデル化 
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 図２ 解析対象モデル 
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2.3 解析条件 

(２)プランＤ、Ｅ外観 
 基準窓面積率:11.5％  基準窓面積率:14.4％ 

 図３ 街区モデルの概要 
(１)建蔽率10％ (２)建蔽率30％ (３)建蔽率50％ 
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一定の開口面積により得られる換気回数と平均室内外温度差

Grade① 　　換気回数20回/h、平均室内外温度差１℃未満

Grade② 　　換気回数10回/h、平均室内外温度差１℃

Grade③ 　　換気回数４回/h、平均室内外温度差２℃

Grade④ 　　換気回数２回/h、平均室内外温度差３℃

Grade⑤ 　　換気回数0.5回/h、平均室内外温度差４℃以上

良 

 

 

 

 

 

 

悪
  

通風性能 

換気回数による通風性能評価文６)に基づき、自然通風による排熱
効果によって各階の平均室内外温度差が１℃未満となるGrade①
を対象とし、有効換気回数は20回/hとする。 

  

表 換気回数による通風性能評価  

文６) 赤林・坂口・有波・佐藤 「戸建住宅を対象とした通風性能評価に関する研究 その23～24」 
    日本建築学会大会学術講演梗概集、2011年 

2.5 換気回数による通風性能評価 
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2.8 各窓面積率における実換気回数の算出 

窓面積率を１％刻みで変化させる。 

＋対象地域の風向、風速 

16風向の気流解析(窓面の風速比) 

CFDにより対象モデルの数値解析 

各窓面積率の実換気回数の算定 

基準※８換気回数と窓面積率の回帰式の作成 

換気回数頻度分布の算定 

有効換気回数以上の頻度が70％の場合 

における窓面積率を算定 

図 有効窓面積率の算出フロー 

※ 窓面積率＝開口面積/床面積 
※８ 基準風速：基準高さ6.5mで1.0m/s。 

解析対象モデルの室内外気流分布の
解析は、標準ｋ-εモデルを用いた等
温乱流数値流体解析(使用コード：
CFD2000)により行う。 
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※ 窓面積率＝開口面積/床面積 
※８ 基準風速：基準高さ6.5mで1.0m/s。 

CFD解析により16風向別の窓面の風速
比を求め、窓面の風速比から基準風 
速※８での換気回数を算出する。 
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対象地域の風向・風速から各プラン
の各窓面積率における実換気回数を 
算出する。 
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2.9 有効窓面積率 

図５ 非暖房期間における全国の外部風が無風の頻度分布 

無風の場合、換気回数と窓面積率は比例しないので、有効換気回数以上
の相対頻度が７割以上の時に通風による室温低下効果が十分に得られる
と考えられる。 
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2.9 有効窓面積率 

図５ 非暖房期間における全国の外部風が無風の頻度分布 

この効果が得られる最小の窓面積率を換気回数による通風性能評価 
Grade①(有効換気回数20回/h)を満たす有効窓面積率とし、全国842地域 
で算出する。 
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 通風性能簡易評価モデルの作成 ３ 
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図６ 住宅平面計画の分類フロー 
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廊下・中間室外壁の開口の有無 

室間の開口の繋がり方 室間の開口の繋がり方 

3.1 通風経路による実在平面計画のモデル化 

平成24年度修士論文発表 

平面計画は各階において通風性能に影響を及ぼす間仕切り壁の数、
中間室外壁の開口の有無、室間の開口の繋がり方の３要素におい
て類型化を行う。 
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図７ 通風経路のモデル化 

文６) 赤林・坂口・川崎・窪田「戸建住宅を対象とした通風性能評価に関する研究その21、22」日本建築 
       学会大会学術講演梗概集、2010年 

3.1 通風経路による実在平面計画のモデル化 

  

平面計画はプランＡからプランＥの５つと通風に影響を及ぼす間仕切
り壁が存在しないパターン(単純住宅モデル文６))の計６つに分類するこ
とが可能と考えられる。 
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外壁の開口は一般的な窓の開放面積である0.81㎡(900mm×900mm)
を基準として各室に４箇所ずつ、プランＤ、Ｅでは中間室に２箇
所ずつ設ける。 

２Ｆ 

3.3 通風性能簡易評価モデル 

(ｂ)α-α’断面図   (ｃ)β-β’断面図 
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間仕切り壁の開口面積は1.62㎡(900mm×1800mm)とし、プランＡ、
Ｂ、Ｄは間仕切り壁中央部に、プランＣ、Ｅは外壁から1200mm内
側に設ける。 
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建蔽率０％(単体)を対象とした解析結果 ４ 
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どのプランでも窓面積率に比例して、換気回数は増加する。 

図10 換気回数と窓面積率の回帰式及び寄与率 (建蔽率０％、風向Ｓ、２Ｆ) 

※ｙ：回帰式、Ｒ２：寄与率 
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4.1 換気回数と窓面積率の関係 
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4.1 換気回数と窓面積率の関係 

  
この回帰式を用いて窓面積率を１％刻みで変化させて全国842地域にお
ける有効窓面積率の分布を求める。 
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有効窓面積率は、風速の速い海沿いの地域では低く、風速の遅い
内陸部は高い傾向がある。 
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プランＡとＥを比較すると、有効窓面積率の分布には殆ど変化が
見られない。 
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建蔽率０％(単体)モデルでは間仕切り壁や開口条件の違いによっ
て通風性能は殆ど変化しないと考えられる。 
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建蔽率10％、30％、50％を対象とした解析結果 ５ 
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図16 換気回数と窓面積率の回帰式及び寄与率 (プランＡ・Ｅ、風向Ｓ、２Ｆ) 

※ｙ：回帰式、Ｒ２：寄与率 
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5.1 換気回数と窓面積率の関係 
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この回帰式を用いて全国842地域を対象に有効窓面積率を算出する。 

図16 換気回数と窓面積率の回帰式及び寄与率 (プランＡ・Ｅ、風向Ｓ、２Ｆ) 
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5.3 有効窓面積率マップ 

図18 プランＥにおける有効窓面積率マップ（建蔽率50％、２Ｆ） 
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内陸部、山間部では有効窓面積
率が100％程度と高く、海沿い
の地域では 4 0％程度と相対 
的に低い傾向がある。 
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これは、内陸部では風速が遅く、
海沿いの地域では速いためと考 
えられる。 
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5.4 各プランの比較 

図19 新潟における各プランの有効窓面積率 

建蔽率50％では、プランＤ、ＥがプランＡ、Ｂ、Ｃと比較して 
５～15％程度高い。 
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図19 新潟における各プランの有効窓面積率 

建蔽率の変化による有効窓面積率の変化と比較してプランの相違に
よる有効窓面積率の変化は小さい。 
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図19 新潟における各プランの有効窓面積率 

本研究では、基準窓面積率を変化させてCFD解析を行う際、間仕
切り壁の開口面積(900mm×1800mm)は一定としている。 

図 通風性能簡易評価モデル 

(ａ)プランＡ平面図(２Ｆ) (ｂ)プランＥ平面図(２Ｆ) 

:一定開口面積の開口 
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外部風を駆動力とした自然通風量は、通風経路上で最小面積とな
る開口部の抵抗による影響が相対的に大きいため、最小の開口面
積が同じ場合、各プランで通風性能の変化は少ないと考えられる。 
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図19 新潟における各プランの有効窓面積率 
図 通風性能簡易評価モデル 

(ａ)プランＡ平面図(２Ｆ) (ｂ)プランＥ平面図(２Ｆ) 

:開口面積を変化させる開口 :一定開口面積の開口 
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洋室

廊
下

洋室

プランC(２F)

プランC(１F)

プランＣ

居室

居室

廊下・
中間室

玄関

リビングキッチン

プランA(２F)

プランA(１F)

プランＡ

居室

居室

洋室

廊下

和室

プランB(２F)

プランB(１F)

プランＢ

居室

居室

廊下・
中間室

廊
下

洋室

洋室

プランD(２F)

プランD(１F)

プランＤ

居室

居室

廊下・
中間室

プランE(２F)

プランE(１F)

廊下

子ども室

寝室

ベランダ

プランＥ

居室

居室

廊下・
中間室

Ｎ

トイレ

トイレ

トイレ

ト
イ
レ

zoneＢ

zoneＡ

zoneＣ

zoneＢ

zoneＡ

zoneＣ

zoneＢ

zoneＡ

zoneＣ

zoneＢ

zoneＡ

zoneＣ

zoneＢ

zoneＡ

図７ 通風経路のモデル化 

本研究による分類方法により、対象建物の平面計画を通風経路に注目
した各プランに分類し、建物の周辺状況に応じて各建蔽率における各地
域の有効窓面積率を外壁開口面積の基準とすることで、比較的簡易・ 
定量的に住宅の通風性能を評価することが可能であると考えられる。 

5.4 各プランの比較 

：通風経路 
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結論 

6 結論 
6.1 通風性能簡易評価モデル 
①平面計画は各階において通風性能に影響を及ぼす間仕切り壁の数、中間室外壁の開口の有無、室間の開口の繋がり方 
  の３要素で類型化を行う。 
②平面計画はプランＡからプランＥの５つと通風に影響を及ぼす間仕切り壁が存在しないパターン(単純住宅モデル)の計 
  ６つに分類することが可能と考えられる。 
③平面計画の類型化により通風性能簡易評価モデルを作成する。外壁の開口は一般的な窓の開放面積である0.81ｍ２とし 
 て各室に４箇所ずつ、プランＤ、Ｅでは中間室に２箇所ずつ設ける。間仕切り壁の開口は1.62ｍ２とする。 
 
6.2 建蔽率０％(単体)を対象とした解析結果 
①各階における各室の平均室内外温度差の相違は、平均室内外温度差が１℃程度となる窓面積率４％又は５％の場合にお 
 いても0.2～0.6℃程度と少ない。 
②通風量が十分な場合、各階における各室の平均室内外温度差の相違は少なく、通風性能評価は各階で行うことが可能で 
 あると考えられる。 
③どのプランでも新潟や福岡などの風速の速い地域では有効窓面積率は４～５％程度と比較的低く、京都や高知などの風 
 速の遅い地域では有効窓面積率は７～８％程度と比較的高い傾向がある。 
④プランの相違による有効窓面積率の変化は、どの地域でも１％程度であり、建蔽率０％(単体)モデルの場合は、どの地 
 域でもプランによって有効窓面積率の差はあまりないと考えられる。 
 
6.3 建蔽率10％、30％、50％を対象とした解析結果 
①有効窓面積率は新潟や福岡等の風速の速い地域では、相対的に低く、京都や高知等の風速の遅い地域では高い。  
②建蔽率の変化による有効窓面積率の変化と比較してプランの相違による有効窓面積率の変化は小さい。 
③戸建住宅における通風性能では、外壁開口条件及び間仕切り壁開口位置による平面計画の相違と比較して、通風経路上 
 の最小開口面積の方が通風性能に与える影響が相対的に大きいと考えられる。 
④本研究による分類方法により、対象建物の平面計画を通風経路に着目した各プランに分類し、有効窓面積率を基準とす 
 ることで、比較的簡易・定量的に住宅の通風性能評価することが可能であると考えられる。 
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